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シンポジウム開催状況について

「沖縄鉄軌道のよりよい計画づくりに向けて」
～駅を中心とした快適で利便性の高い

持続するまちづくり～

第７回 沖縄鉄軌道プロセス運営委員会資料

平成29年８月24日
沖縄県



１．開催目的

１

鉄道を有していない唯一の県である本県において
・ 鉄軌道と既存公共交通の連携による円滑な移動
・ 駅を中心としたまちづくりによる効果 等、
鉄軌道導入による効果や影響について県民に理解を深めてもらい、鉄軌道の計画
案づくりに参画して頂くとともに、鉄軌道の導入に向けた気運を高めることを目的

２．開催日等

平成29年１月25日（水） 14:00～17:15
かりゆしアーバンリゾート・ナハ（那覇市前島、とまりん（泊港）内）
ニライカナイの間（定員250名）

３．参加者数

200名

（性別） 男性：90％、女性：10％
（年齢） 20代：７％ 、30代：15％ 、40代：27％、50代：24％、60代：24％、70代：３％
（職業） 会社員：43％、公務員：38％、自営業：７％、その他
※上記割合については、アンケート回答者166名によるもの。



４．プログラム

２



５．講師・パネリストによる主な発言内容

３

○ 鉄軌道と既存の公共交通が連携する円滑な移動により、経済や県民生活の利便
性向上が期待される。

○ 鉄軌道を造るだけではなく、併せてまちづくりを進めることでいい効果が出る。

○ （鉄軌道の維持が困難となっている県外事例を通し）沖縄の予測は厳しいもので
あり、単年度収支がプラスになるような鉄軌道を造らないと後で苦しむことになる。
利用者を増やすために、どのような方法があるか議論しておく必要がある。

○ 横浜市においては高齢化が課題となっているため、同市が衣食住近接型、多世
代型のまちを目指して、まちの活力再生、鉄道の安定需要確保に向けて取り組ん
でいる事例を紹介。

○ 東急電鉄が、横浜市と「次世代郊外型まちづくり」の推進に関する協定を締結し、
田園都市線沿線の郊外住宅地を対象に、老朽化団地・一戸建ての再生等様々な
課題の顕在化に対する危機感を共有し、次世代へ引き継ぐまちづくりを官民共同
で推進している取組事例を紹介。

○ 地域にとっていい方向に繋がる形で､民間に投資してもらえるよう、行政は必要
に応じて規制緩和の検討や、スピーディーな対応を行うことが重要である。



６．参加者からの主な意見（アンケート回答者：166名）

４

○ 「鉄軌道は単なる交通手段ではなく、駅を中心とした地域の振興、開発に寄与し
ていることがわかった」という意見や、「まちづくりという観点が鉄軌道のよりよい計
画のために必要」等、まちづくりの重要性等についての意見が多く寄せられた。

○ 「持続可能な鉄軌道の検討を幅広く行う事の重要性を感じた」、「公共交通の利
用者増を県民が共に考え、利用者増に向けて働きかけが大事」等、利用促進の必
要性等についての意見も多く寄せられた。

（意見抜粋）
・ 鉄軌道を敷くことだけが重要なのでないことに気づいた。
・ 計画実現には官民連携がとても重要だとわかった。
・ 鉄道を導入するには、フィーダー交通の整備とまちづくり事業の実施が不可欠な
ことが分かった。

・ 沖縄の鉄軌道を成功させるためには、駅間をつなぐフィーダー交通や公共のテコ入
れも重要な要素だと感じた。

・ 鉄軌道の利用者の減少は、税金による赤字補填に繋がるということについて知るこ
とができた。

・ 鉄道を建設して利用するのは大変なことだと再認識した。
・ 事業ありきではなく、将来的に負の遺産（県民の税負担）にならないよう慎重な検
討が必要。



７．参考資料等【当日の開催模様】

５



７．参考資料等【当日の開催状況を伝える新聞記事】

６

【沖縄タイムス】

【琉球新報】

【沖縄建設新聞】



７．参考資料等【周知チラシ】

７



７．参考資料等【周知新聞記事】

８

【琉球新報】
【沖縄建設新聞】

【沖縄タイムス】


